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研究成果の概要（和文）：本研究は，災害に起因するストレス反応と一般的にも生じ得るストレス反応を区分あるいは
統合して測定する包括的ストレス反応尺度（Comprehensive Stress Response Inventory：CSI）を開発し，CSIの使用
に基づき被災地のメンタルヘルス対策を行った。CSIは，不安・緊張，不機嫌・怒り，自律神経症状といった一般スト
レス反応に関する3因子，災害時特殊ストレス反応に関する1因子，計4因子25項目である。十分な信頼性と妥当性が確
認された。また，被災行政職員のメンタルヘルス対策とストレス症状の測定上の課題が指摘された。

研究成果の概要（英文）：This study describes the development and evaluation of the Comprehensive Stress 
Response Inventory (CSI), and mental health care in affected areas. The CSI identifies four factors of 
stress response and is composed of 25 items in total. Three factors are each categorized into 
“anxiety/tense,” “displeasure/anger” and “autonomic symptoms” and considered to describe as the 
general-stress response. The other factor is considered as a “specific stress response to a disaster”. 
It was shown that the CSI have sufficient reliability and validity as a scale for measuring stress 
responses multifactorially with the minimum number of items. We mainly discussed two themes about point 
of attention in mental health care for local government workers at a natural disaster and points of 
attention in assessment of PTSD-like response.

研究分野： 臨床心理学

キーワード： 包括的ストレス反応尺度　信頼性・妥当性　メンタルヘルス対策　大規模災害
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１． 研究開始当初の背景 
 東日本大震災を契機に，私たちは，災害に
起因するストレス反応と，一般的にも生じ得
るストレス反応を区分あるいは統合して測
定可能な尺度の開発を迫られた。実際に現地
では，複数のストレス尺度を組み合わせるこ
とは項目数が多くなるため，調査協力者にか
かる負担を考えると不適切であり，包括的に，
かつ，なるべく項目数の少ない尺度が必要と
された。また，甚大で広範囲にわたる被害の
なかで，復旧・復興作業の中心的役割を果た
している被災自治体職員等のメンタルヘル
ス対策を進めることが望まれた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は，第 1 に，災害時のストレ
ス反応と平時のストレス反応を同時に測定
す る 包 括 的 ス ト レ ス 反 応 尺 度
（ Comprehensive Stress Response 
Inventory：CSI）の開発，第 2 に，CSI の使
用に基づく被災地でのメンタルヘルス対策
を行うことであった。 
 第 1 の目的に関して，CSI の作成では，以
下の 2 点を工夫した。PTSD にみられる特異
的な項目の整理と記憶に関する項目の追加
を行ったこと。一般ストレス反応項目に関し
て，以前と比べてストレス反応がどのように
変化したかを測定できることである。 
第 2 の目的に関して，被災地でのメンタル

ヘルス対策は，初期条件（リスク要因）と注
意すべきストレス反応の経過を示し，また，
ストレス状態の変化を予測して対策を講じ
るものである。したがって，初期条件がその
後のストレス反応にどのような影響を及ぼ
すか，また，現在のストレス反応がどのよう
なストレス反応の経過と関連しているのか
を探索的に検討し，初期条件（リスク要因）
と注意すべきストレス反応の経過を明らか
にする。 
 
３． 研究の方法 
平成 25 年度は，CSI の作成，及び津波被

害が著しく激しかった宮城県石巻市役所職
員を対象に縦断調査を行った。平成 26 年度
は，CSI の妥当性とカットオフ値を検討し，
石巻市役所職員等のデータ分析を行った。平
成 27 年度は，高齢者と平時における大学生
のデータ分析を行った。また，CSI の使用を
含めたメンタルヘルス対策を報告した。 

 
包括的ストレス反応尺度の開発 

 
CSI の作成 Web 調査（東日本大震災時に

東北・関東圏に在住していた 20 歳以上の
1,101 名），及び自記入式質問紙調査（石巻市
役所職員 1,251 名，岩手県，宮城県，福島県，
栃木県で働く地方公務員 1,628 名）に回答し
た 3,980 名（男性 2,585 名，女性 1,296 名，
不明 99 名）のデータを分析した。29 項目の
CSI原版に対して，探索的因子分析を行った。 

CSIは災害時のストレス反応と一般ストレ
ス反応の 2 側面から構成した。尺度項目は，
既存の PTSD を測定する尺度とストレス反
応を測定する尺度を参考にした。類似した項
目をまとめ，重複した項目を削除した。その
後，一般ストレス反応を測定する項目は，出
来事に対する反応という点を明確にするた
め「以前よりも」という文言を追加した。災
害時特殊ストレス反応を測定する項目は，災
害時だけでなく，日常的に生じる可能性の高
い項目（「寝つきが悪い」，「ものごとに集中
できない」など）を削除し，侵入的に記憶が
想起されることを強調した項目（「考えるつ
もりはないのに，そのことがいきなり頭に浮
かんでくる」）及び，自ら記憶にアクセスで
きないことを強調した項目（「そのことの重
要な部分をうまく思い出せない」）を追加し
た。このようにして，災害時特殊ストレス反
応 8 項目，一般ストレス反応 21 項目の計 29
項目を CSI 原版とした。 
信頼性・妥当性の検討 Web 調査（東日本

大震災時に東北・関東圏に在住していた 20
歳以上）に回答した 1,101 名を対象に，CSI
の信頼性と妥当性及び，災害時特殊ストレス
反応に関する項目を分析した。再検査法で 2
か月の期間をあけ，再度選定された項目と並
存妥当性を確認する項目に回答を求めた。 
カットオフ値の検討 Web 調査（東日本大

震災発生時に東北・関東圏にいた 20 歳以上
の 1,249 名），自記入式質問紙調査（石巻市
役所職員 887 名）に回答した 2,136 名（男性
1,264 名，女性 872 名）のデータを分析した。
K6 との関連から CSI の併存的妥当性を，
IES-R と K6 を用いた ROC 分析から CSI の
カットオフ値を設定した。 
大学生のデータ分析 平時におけるデー

タとして，自記式質問紙調査に回答した東
北・関東圏の大学生 461 名（男性 98 名，女
性 363 名）のデータを分析した。一般ストレ
ス反応の確証的因子分析，カットオフ値の検
証等を行った。 
高齢者のデータ分析 交差妥当性を検討

するため，Web 調査（東日本大震災発生時に
東北・関東圏にいた 65 歳以上）に回答した
高齢者 1,164 名（男性 593 名，女性 571 名）
のデータを分析した。CSI は項目内容を高齢
者が回答しやすい表現に一部改変した。一般
ストレス反応と災害時特殊ストレス反応の
確証的因子分析，カットオフ値の検証等を行
った。 
 
縦断調査による初期条件とストレス反応の

経過の検討 
 
被災自治体職員を対象に，ストレス反応を

縦断調査し，以下の点を明らかすることを目
的とした。 
第 1 に，ストレス反応の時系列的パターン

を分類すること，第 2 に，初期の被災状況や
属性がその後のストレス反応の時系列的パ



ターンとどのように関連しているのかを検
討すること，第 3 に，現在のストレス反応が
ストレス反応の時系列的パターンとどのよ
うに関連しているのかを検討すること，であ
る。 
調査対象者は，東北地方の沿岸部に位置す

る市役所の行政職員 1,378 名~1,452 名であ
る。震災発生年である 2011 年の 6 月から
2013 年の 2 月にかけて 4 回の自記式の縦断
調査を実施した。全 4 回に回答した 952 名の
データを分析した。 
分析では，震災関連業務従事の有無，100

時間を超える時間外勤務の有無，自宅損壊の
程度，避難所等での自宅外生活の有無，家族
内での死者や行方不明者の有無，性別，職場
での同僚とのコミュニケーション（1 項目），
睡眠の状態（1 項目），K6 日本語版（計 6 項
目），CSI（災害時特殊ストレス症状因子，不
安・緊張因子，不機嫌・怒り因子，自律神経
症状因子の計 4 因子 25 項目）を扱った。 
 
４．研究成果 
 

包括的ストレス反応尺度の開発 
 

因子構成 3,980名を対象にCSI原版の29
項目に対して探索的因子分析を行い，25 項目，
4 因子を抽出した。第 1 因子は「災子は「害
時特殊ストレス症状」（8 項目），第 2 因子は
「不安・緊張」（9 項目），第 3 因子は「不機
嫌・怒り」（4 項目），第 4 因子は「自律神経
症状」（4 項目）と命名した。Cronbach のα
係数を算出したところ.81 以上の値が得られ
た。確証的因子分析ではモデルの適合度が統
計的許容水準を満たした。 
 大学生 461 名を対象に，CSI のうち一般的
ストレス反応の 3因子の確証的因子分析を行
った。その結果，モデルの適合度は統計的許
容水準を満たし，3 因子構造の妥当性が示さ
れた。Cronbach のα係数を算出したとこ
ろ.76 以上の値が得られた。 
 高齢者 1,164 名を対象に，CSI のうち一般
ストレス反応と災害時特殊ストレス反応の
全 4 因子の確証的因子分析を行った。その結
果，モデルの適合度は統計的許容水準を満た
し，4 因子構造の妥当性が示された。 
以上から，災害時特殊ストレス反応を測定

している第 1 因子と，日常的にも生じるスト
レス反応を測定している第 2 因子，第 3 因子，
第 4 因子という 4 因子構造が妥当であること
が示された。 

信頼性と妥当性 CSI の信頼性は，内部一
貫性と再検査法によって検討した。 

1,101 名を対象に，信頼性係数を算出した。
尺度全体のα係数は.90 を上回り，各下位度
においても.81 を上回ったため，十分な値が
示された。 

1,101 名のうち 857 名を対象とした再検査
法による級内相関係数は，尺度全体が.70 を
上回り，各下位尺度もおおむね.70 を上回っ

ていた。したがって，CSI は十分な信頼性を
有すると判断した。 

1,101 名を対象に，併存妥当性を検討した。
その結果，CSI 及び，CSI の下位尺度と
SRS-18，PHRF-SCL(SF)，IES-R との関連
を検討した結果，中程度から強い正の相関が
示された。また，887 名を対象とした調査で
は，CSI 及び，CSI の下位尺度と K6 との関
連で，中程度から強い正の相関が示された。
したがって，CSI はストレスや PTSD との一
定の関連が認められ，併存妥当性を有すると
判断した。 
このように，CSI は，十分な信頼性と妥当

性を兼ねそろえていることが明らかになっ
た。 
カットオフ値 1249名を対象に，K6及び，

IES-R を基準とした ROC 分析を行った。そ
の結果，CSI のうち一般ストレス反応では，
スクリーニング目的で使用する場合は 25 点
（感度.854，特異度.730），研究目的で使用す
る場合は 33 点（感度.889，特異度.862），災
害時特殊ストレス反応では 13点（感度.879，
特異度.867）をカットオフ値とした。これら
のカットオフ値を組み合わせることで精度
の高いスクリーニングができることが示唆
された。 
カットオフ値を確証するため，平時の大学

生 461 名，高齢者 1,164 名を対象とした ROC
分析を行った。その結果，先述したカットオ
フ値と矛盾しない結果が示された。 
以上より，CSI は高ストレス者と低ストレ

ス者を弁別するスクリーニングができるこ
とが確認された。 
 
縦断調査による初期条件とストレス反応の

経過の検討 
 
災害の初期条件がその後のストレス反応

にどのような影響を及ぼすか，また，現在の
ストレス反応がどのようなストレス反応の
パターンと関連しているのかを探索的に検
討し，初期条件（リスク要因）と注意すべき
ストレス反応の経過を検討した。 
ストレス反応の経過 第 1 回調査から第 3

回調査までの「職場コミュニケーション」「睡
眠」「K6 得点」を分類変数としたクラスタ分
析（Ward 法）を実施した。その結果，8 ク
ラスタ構造を採択した。それぞれのクラスタ
は，「無ストレス反応維持群」30.57%，「低ス
トレス反応維持群」17.65%，「低ストレス反
応緩徐改善群」13.66%，「中ストレス反応緩
徐悪化群」9.14%，「中ストレス反応緩徐改善
群」7.98%，「低ストレス反応急速改善群」
9.66%，「高ストレス反応急速回復群」6.93%，
「高ストレス反応維持群」4.41%であった。
とりわけ第 3回目の調査時点で高いストレス
反応を示したのは「中ストレス反応緩徐悪化
群」9.14%，「高ストレス反応維持群」4.41%
である。震災後 1 年 3 か月経過時点において，
13.55%の職員が高ストレス反応にあると言



える。このことから，高ストレス反応者のう
ち 67.44%の人々は時系列的にストレス反応
が高まっていったことが示唆された。 
 初期条件とストレス反応の経過 初期の
被災状況や属性がその後のストレス反応の
時系列的パターンとどのように関連してい
るのかを検討した。その結果，「中ストレス
反応緩徐悪化群」，「高ストレス反応維持群」
においては自宅損壊状況，および，自宅外生
活との関連が見られた。すなわち，自宅損壊
と自宅外生活はその後のストレス反応の経
過と関連することが示された。このことから，
自宅外生活状況は被災により被ったストレ
スの継時的な改善を予測する上で重要な変
数であることが示唆された。 
 現在のストレス反応とストレス反応の経
過の関連 CSIにおける災害時特殊ストレス
症状と自律神経症状の高さは，災害初期の状
態と関連を示していることが明らかにされ
た。また，CSI における不安・緊張と不機嫌・
怒りは，初期条件よりも現在の状況に起因し
たストレス反応を示していることが示唆さ
れた。不安・緊張，そして不機嫌・怒りとい
ったこれらの因子は，筆者ら（若島・狐塚・
野口, 2014）が指摘する，見通しが立たない
震災と関連して増加する復興業務の過重な
労働負荷，業務内容による格差，そして職場
や家庭における人間関係の問題との関連が
推察される。すなわち，これらの因子は，急
性ストレス反応に代表される震災そのもの
の影響というより，震災に付随して起こる問
題との関連性が強いと考えられ，中・長期的
なスパンで現在の自治体職員を取り巻く環
境に着目することが重要と考えられる。 
以上より，初期の記憶・体験は初期の状況，

とりわけ，自宅損壊状況，自宅外生活と関連
し，現在の PTSD 様の災害時特殊ストレス反
応を高めていると考えられた。一方で，現在
のストレス状況に関連して抑うつ・不安，不
機嫌・怒りなどのストレスの上昇が起こって
いると考えられた。このことから，途中から
高ストレス反応を呈示するような場合，現在
のストレス状況をより詳細に検討すること
が臨床的に有用であろう。 
本研究では，初期条件（リスク要因）と注

意すべきストレス反応の経過を明らかにし
た。これまで日本で使用されてきた IES-R は
PTSD のスクリーニング尺度として使用頻度
が高いが，一般的なストレス反応と同様な項
目が含まれている。そのため一般的ストレス
反応が総合得点を押し上げる可能性があり，
そのことが PTSD が後発してよく出現する
という専門的見解を過剰に生み出している
可能性がある。このことから，PTSD 様の災
害時特殊ストレス反応の測定には，CSI のよ
うに記憶・体験に関する因子に限定して検討
していくことが望まれる。 
 
 
 

CSI の総括と CSI を用いた被災者の現状に 
関する評価と対策 

 
CSI は，十分な信頼性と妥当性を兼ねそろ

えており，東日本大震災の被災者に対するス
トレス対策において有効に活用できること
が示唆された。 
今後の支援の方向性に関して，（a）初期状

態と現在のストレス状況の 2側面からメンタ
ルヘルス対策に取り組むこと，（b）災害時の
特異的なストレス反応と一般的なストレス
を弁別できる測定尺度を使用する必要性，（c）
業務と関連するストレス反応に対する環境
調整を長期的なスパンで検討することなど
の重要性が明白化された。 
 本研究の残された課題として，子ども版の
CSI の開発がある。また，CSI は平時におい
ても使用できることから，平時の労働者のス
トレス対策として，業務内容や労働時間等の
仕事環境，及び家庭環境からストレス反応を
導くリスク変数を抽出し，労働者の業務内容
等の特質にあった予防プログラムを開発す
ることも望まれる。 
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